Problems of the Wage System in Japan by 水野, 武
Kobe University Repository : Kernel
Tit le 賃金体系の近代化をめぐる諸問題(Problems of theWage System in Japan)
Author(s) 水野, 武
Citat ion 国民経済雑誌,116(6):45-59
Issue date 1967-12
Resource Type Departmental Bullet in Paper / 紀要論文
Resource Version publisher
URL http://www.lib.kobe-u.ac.jp/handle_kernel/00171053
Create Date: 2016-10-26
賃金体系の近代化をめぐる諸問題
水 野 武
は じ め に
賃金体系の近代化という表現は,それほど奇異なものではない｡賃金体系と
いう言葉も,近代化という言葉も日常生活においてたびたび目にふれるもので
ある｡ しかし,現在の日本の経済社会では,それなりの意味を持っている如く
である｡ 一言にしていえば,それは従来の日本型賃金構造に対する反省から出
発している｡
すなわち,資本の側からすれば経済構造の変動の中に生じた技術体系の変化,
経営内雇用構造の変転など,それらの新しい問題の発生に対応した ｢合理化｣
対策の一環として意識する条件の発生があり,労働の側からすれば,労働運動
の中心課題としての賃金問題を展開する上で,資本の側からする ｢合理化｣に
対応し,総資本との対決という場での賃金体系のあり方を反省する必要があっ
たからである｡ そして,その具体的な表現としては,前者では ｢職務給｣導入
であり,後者では ｢同一労働同一賃金論｣および ｢横断賃率論｣をめぐる論議
となっている｡
その成果については,将来にまたなければならないが,賃金制度の改訂とか
給与制度の是正などという表現ではなく ｢賃金体系の近代化｣というような大
上段にかまえた表現が使用される所以は,現在の労使関係における総体的な立
場から日本の賃金制度を根本的に検討する必要を感ぜしめているからであろう｡
そのような賃金制度の根本的な反省を生ぜしめる要因の一つに雇用構造の変
化がある｡ これについてはすでに本誌上で触れたので,この小論では,賃金体
系の近代化といわれているものの資本制経済における意義と,日本での現段階
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における問題点を述べることにする｡
1.賃金体 系 の展 開
資本制経済下における賃金形態の展開については,本学古林音楽名誉教授の
名著 ｢賃銀形態論｣があり,それに附加すべき何物をも持たないけれども,餐
本制経済下における賃金は,その発展に応じて,賃金制度なり,賃金形態を基
本的に変えて来た事実は再認識されなければならない｡それは,従来は主とし
て資本の側からする主体的な行動によって変えられて来たのである｡ 賃金制度
なり,賃金形態なりは資本制経済の産物なのである｡ 労働運動の発展と展開の
中において,賃金について労働の側は積極的に働きかけ,それが賃金制度なり
賃金形態に作用したことは事実である｡ しかし,労働の側からする働きかけは,
主として賃金額に関するものであり,労働者みずからが賃金制度なり,賃金形
態をつくりあげて行ったものではない｡その制度や形態なりに関する限りでは
資本の側からするイニシャティブによって変えられ,労働の側からはそれに対
する抵抗運動があったにすぎないといえよう｡ 発展した組織労働は,労資関係
において対等の立場に立ちながら,賃金形態については資本制経済における本
質的な制約を受けているのである｡
㈱ 時間賃金と個数賃金の成立
労働力が商品化して,近代的な意味で取引の対象となった時から,その二つ
の基本的形態としての時間賃金と個数賃金が発現したことは周知の如くである｡
そして,時間賃金も,労働時間を規制する法律が出現するか,労働協約によっ
て規定される以前は,正確な意味での時間賃金は貫徹せず,日給方式の下で労
働時間延長によって,賃金の絶対的な切り下げが行われるわけである｡ しかし,
労働時間が規定されれば,日給は時間給と同じ意味を持つことになる｡ 労働時
間に関する工場立法制定や労働協約制定のための労働運動は,基本的に時間賃
金の水準に関連しているのである｡
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他方,資本の側にとっては,この段階では労働者が12時間なり, 1時間なり
にどれだけの仕事をするかということが,一応計算されていることを意味する｡
この場合は,それ以前の如 く,雇用主の家事や私用に使われるのではなくて,
純粋な労働者として本来の仕事に専心することになる｡ 分業の発達は労働者の
熟練度に応じた賃金を,資本の側からする経済計算として算定することが可能
となるわけである｡ そして,熟練度に応じた賃金差は,その計算性の存在の政
をもって,労働者に対してその ｢合理性｣を主張するのである｡
このような時間賃金の成立は,賃金形態の近代化の出発点とはなったが,餐
本は同一時間内の労働密度を向上するため労務管理体制を強化し,また機械の
導入による同じ効果を求めた｡この場合には,さらに剰余価値の増大を伴なう
時間外労働や逆に不況期における休業保障のない時間短縮,解雇-失業も常態
であったことは注目すべきである｡
時間賃金は,資本の側からすれば一定時間に労働者を最高度に働かせるため,
作業がある機械の連続的な操作を強制するものであるか,強圧的な労働規律の
下での労働であるかの条件を必要とする｡したがって,生産量が明確に個数と
か量とかで計測できる場合,個数賃金の方式が導入される｡一定単位当りの出
来高給である｡ もちろん,この個数賃金は生産物や生産方式または職種によっ
て適用できない分野もあるが,それが可能なところでは,労働者に対する刺戟
的賃金となって,労働強化の方策として利用されることになった｡この場合も,
個数賃率の決定は資本の側から一方的に決定された｡また労働者は低生活水準
からする圧迫によって,休憩時間や食事の時間を節約し,労働強化に導かれ,
労働時間も延長される傾向を伴った｡また製品検査は厳重となり,その結果と
しての不合格品は賃金切り下げとなってあらわれた｡熟練度の向上や機械設備
の改善があれば,それを口実としての個数賃金の切り下げが行われることが常
態であった｡
個数賃金は前述の如 く,生産量が個数によって計測可能な場合に導入される
が,その計測は労働時間との関連においてなされる｡ すなわち,一定労働時間
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内に平常生産される個数,または逆に一定個数を生産するに必要な労働時間,
これらが経験的に得られる場合に個数賃金が決定する｡数個賃金は時間賃金の
-転化形態であるといわれる所以である｡ そして,この個数賃金方式は家内労
働に適用され,苦汗制度 (SweatingSystem)を生み,工場内では労働者間の競争
を激化させ,熟練度の向上から個数賃率の低下を斎らし,労働者の団結を弱ら
せる結果となった｡
(B) 能率給の派生
時間賃金と個数賃金の成立は,資本制経営の近代化を前提として,資本によ
って設定されたものであることは前述の如 くであるが,この二つの基本形態は
綜合され,能率給なるものが派生することになる｡ 古林教授は能率給をもって,
賃金の近代化として促え,その生成の意義と形態とを詳細に研究されている｡
ここでは,能率給の派生した原因を,賃金の近代化の方向で追求してみよう｡
それは二つに分れる｡ すなわち,資本制経済の発展と組織労働の伸長である｡
まず前者の中での労働のあり方をみると,分業と協業の展開により,労働は一
定範囲内の仕事に限定され,熟練度の向上がみられる｡資本は,それを助長す
るために,労働者については専門外の仕事を附加しなくなり,長時間労働をも
回避するようになる｡ 就業時間中の労働能率を向上させるためには,労働時間
の短縮や賞金額の引き上げさえも容認するようになる｡ 労働力の再生産を多少
とも計画的に考慮するに到るからである｡ 資本は,それまでのように,労働時
間の延長や時間賃金,個数賃金の切り下げを行なうことは,工場立法や労働組
合の存在を前にしては限度のあることを知ったわけである｡ しかも一定の労働
時間内において最高の能率をあげる必要があり,これを労働者に実質的に適用
するために,機械化の促進と並行して,賃金を労働者にとって魅力あるものに
みせかけ,組織労働の最小の抵抗の下で実施しようとした｡ここに能率概念の
導入がある｡
もちろん,資本が一方的に導入しようとした能率給については,労働の側か
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らする抵抗はあった｡しかし,経営権を持ち,現実の企業を経営している側は
賃金制皮を決定する力を持っていたので,能率給は比較的容易に導入された｡
また,従来の賃金形態では労働の能率を向上させる上での限界が明らかになっ
たことも注目しなければならない｡すなわち生産のための機械や設備が発達し,
作業も複雑になって来ると,ある一定の職場の労働作業は単純化するが,それ
だけに,その作業労働が製品の生産の上での貢献度は簡単に計算し難くなり,
従来の生産量を増大させるだけの賃金形態は,そのように発達した生産体制に
応じ得るような精度や質的な向上を保障しなくなったのである｡ そこでは単な
る短期的な生産量の増大を求めるばかりでなく,質的にも多少は高められた労
働力を資本が要求するようになるのである｡
能率給を設定する前に能率そのものが明確に決定されなければならない｡そ
して,このような能率研究から実際の能率給にまで発展した中心となったのが
米国であった｡古林教授は ｢能率問題は,産業資本主義時代後期になって,米
国において特に異常な形で研究が進められたが,それは米国における次のよう
な特殊な事情にもとづ く｡ 即ち19世紀末葉米国においては,近代的な大規模機
械経営が急激に勃興してきたが,それに必要な労働力が,言語 ･習慣を異にす
る移民によって供給され,特に1880年以後は,東欧よりの雑多な不熟練移民に
より供給せられて,その管理が問題化していたのであり,また労働組合の勃興
･労働力の不足から,賃銀が比較的高くて,労働力の集約的な利用に迫られて
いたからである｣ (前掲書31-32頁)と指摘されている｡ すなわち,米国は当時
新興国として,工業生産上の技術的な面からみても,未だ独自のものが充分発
達していなかったので,それだけ英国やヨーロッパで達成し得た当時の最高の
ものが導入されて来たわけである｡ そして,他方これらの技術を自然に体得し
て来た労働者がいなかったので,導入され,拡大発展された生産方式に急速に
適応する必要があったわけである｡
そして,周知の如 く,テーラーの科学的管理法以来多くの能率給についての
方式が案出され,多くの企業によって適用された｡もちろん,それらが企業の
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段階で適用される場合には修正され,改案されている｡ いずれにせよ能率給と
いう制度は,賃金の支払方法としては企業にとっての近代的経営の中で高度化
され,近代化された｡その形態としてほ複雑になり,その原理的な考え方の中
には科学的な思考があることは否定し得ない｡しかし,それが現実の企業にお
いて具体的に通用される場合には賃金の本質を明らかにしている｡ 能率給は一
定水準以上の能率を前提とし,それ以下の場合は賃金の急激な下落を意味し,
それ以上の能率をあげるための刺戟性を持ち,また他の方式でも企業-の忠説
心を持つように巧妙に仕組まれている｡ ｢ブルジョア的な労働力搾取の繊細的
なやり方と一連の最も科学的な諸成果とを結びつけたもの｣(レ-ニン)といわ
れる所以である｡
他方,資本制経済の中で発展した労働組合は,労働者の社会的,経済的地位
の向上を目的として組織されたものであるから,現実の賃金水準と,それに密
接に関連する賃金制度に最大の関心を持つことは当然である｡ しかし,賃金,
労働時間等その他の労働条件については,いわゆる経済闘争をするわけで,本
質的には防衛的な性格を持っている｡ 資本制経済の成立期以来,賃金その他の
労働条件については,長い間資本の一方的な決定に従ってきた｡労働者の組織
化が発展してから,労働条件についての発言権が増大したのである｡ 労働組合
運動が発展しているところでは,資本の側も完全な自由決定の力を持っていな
い｡もちろん,あらゆる企業や国家において,労働組合が十分な力を持ってい
るわけではないが,たとえば米国における労働組合が,賃金決定に如何に関与
しているかについて,古林教授は ｢賃金の一般的基準が団体交渉によって共同
決定することはいうまでもないが,経営内における賃金率の決定にも,組合の
参加が増大しつつある｡ ---出来高の単位賃率の決定は,時間研究を基礎にし
て行なわれるのであるけれども,この時間研究においても,昔ティラーが考え
たように,管理者側で一方的に作業の標準を決定するようなことは,今日では
許されない｡時間研究の行ない方について,組合が介入しているのみならず,
さらに標準の決定そのものに,組合を参加せしむべきであるとの要求もなされ
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ている｡ ･--以前は単価の切り下げが無遠慮に行なわれたが,今日では組合の
圧力によって,一度決定された単価は,生産様式に変化がない限り,これを経
営者がみだりに変更してはならないようになされている｡ その他･--細分にわ
たってその決定に組合が発言している｣(前掲書245-6頁)とされている｡
このようになれば,組合は賃金の制度,形態に具体的な発言権を持ち,もち
ろん共同決定であるが,賃金制度の形成者にさえなるわけであるし｡ たがって,
資本は賃金形態について,労働者が簡単に見破るような方式を提示することは
事実上不可能となる｡ そして,賃金問題についての専門的担当者を抱えて団体
交渉に臨むことになる｡これに対し,大きな組織力を持つ労働組合は団体交渉
の分野を拡大し,労働条件の詳細について,それらを修正し,承認する力を持
つことになる｡ 能率給の生成期においても,労働組合は資本の意図を見抜いて
いたので- すなわち,従来しばしば単価の切り下げを受けた経験を持ってい
るので- 能率給の実施については大いに反対したのであるが,現在では,能
率給の導入は認めているし,それらを含めて綜合的な立場からの賃金上昇に努
力している｡ しかし,このような形で労働組合が賃金制度の形成に参与してく
るのは,一般的に賃金水準の高い国や産業部門であることも特徴的である｡
か くして,能率給の出現を契機として,労資双方が賃金形態や賃金制皮につ
いての交渉を促進するようになって来ている｡ しかし,それは,はじめは特定
の地域や企業の枠の中でなされていた｡それが発展すると一産業についての全
国的な規模での交渉,さらに総資本対総労働としての枠にまで拡大する｡ 労働
組合はどのような政治的立場をとっていても,賃金形態に関する限り,その制
度や方式や,その普及の程度は直接的に賃金水準に作用し,広く国民経済的な
影響を持つために,その段階では交渉をまとめなければならない｡したがって,
現実の賃金制度は資本との妥協の産物になる宿命を持っている｡ しかし,総資
本との対決ということであれば,理想-の段階として,賃金制度を資本制経済
の中でより良いものにするため,資本のペースに乗るという危険をおかしなが
らも,賃金問題の国民経済的分析や研究に入り込まざるを得ない｡しかも,そ
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の場で労働組合の主体性を確保しながら賃金水準の向上に努力するわけである｡
賃金制度の改革が単に資本の側からのみ促進され,労働の側はそれを批判しな
がらも,結局は安易な妥結に終るのであれば,それは単に資本の側からするい
わゆる合理化の促進であり,職務給の導入とか賃金制度の改善に終ることにな
る｡ この場合に,労働の側からも積極的に提言し,労働者のための賃金制度を
総資本との対決において解決するならば,ここでいう賃金体系の近代化という
ことができよう｡ この言葉は資本の側の専用語であってほならないのである｡
(C)職務給の導入
この職務給という言葉については,現在日本では広く流通しているが,外国
において,これに該当する言葉はない｡古林教授は前掲書の中で職務給なる用
語をもって,米国における職務分析,職務評価に基にづく賃金形態の研究を展
開している (同書第十一章)｡ そして教授はこの展開は近代的な能率給制度の成
熟を前提としている｡ また,日経連は ｢職務給とは一般的にはまず職務分析に
より職務の内容を明らかにした後,職務評価により職務の格付を行なうこと,
即ち職務の重要度,困難皮に関する共通点と相異点によって職務の等級を定め,
これと賃金とを結びつけ組織的に体系づけた給与制度である｣と定義づけてい
る (日経連 ｢職務給の研究｣)｡
したがって,職務給という日本的表現は,米国で広く行なわれている職務分
析と職務評価による賃金の決定制度を指すものであり,従来の日本の年功序列
型賃金は,職務にかかわりなく決定されるものであるという考えを前提とし,
これに対比して前者を職務給と呼んだものと考えられる｡ そして,職務給は純
粋に職務のみJこ限定して賃金を決定し,日本型年功序列賃金の如 く,悼,年令,
学歴,勤続年数等を全く考慮しないという極に置き,その中問的な存在とし,
職務につく本人の能力や勤続年数などを賃金決定の要素として若干考慮すると
いう意味で職能給なる言葉もあり,本人の就いている職務の企業内での地位を
考慮する意味で,職階給という言葉も使用されている｡ しかし,職務給が完全
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な職務分析,職務評価によって行なわれるならば,職務の必要とする能力,経
験その他の諸要因は十分に分析,評価されるわけであるから,一般的には職務
給と呼んで支障はない如 くである｡ 古林教授も前述のところで職階級制度なる
用語は適切でない旨を強調している｡
要するに,資本制経済の発展により,仕事の自動化,管理補助的仕事の増大,
専門的職種の発生がみられ,従来の能率給適用の範囲が狭められるに到って,
ある程度高められたアメリカ的賃金水準を前提とし,労働についての社会学的,
心理学的な実証研究が発達した米国では,チ-ラ-以来の科学的管理法の伝統
は,ここに職務分析,職務評価の方法を発展させ,それにもとづくいわゆる職
務給を展開するに到ったのである｡ それはまさに,アメリカ的条件の中で発展
したものである｡
したがって,これを日本に機械的に導入するには多くの問題がある｡ 一般的
にも,職務給導入の基礎条件として,次の如きものが指摘されている｡
川 職務内容が明確化,標準化され,かつ安定していること
(ロ) 一応の賃金水準に達していること
再 合理的昇進制度が確立されていること
(i) 職務評価や職務給について,労資問に納得が得られていること
これらの条件がまず企業レベルで満されていないと,職務給の導入が困難で
あるということである｡ 職務給は職務を評価して,それについて基準賃率を設
定するものであるから,職務内容が明確化していなければならないことは言う
までもない｡職務評価は職務についてなされるものであって,労働者の一人一
人についてなされるものではないのであるから,全くか,またはほとんど同じ
内容の仕事をする職務グループに分割することが可能でなければならない｡そ
れ故,工場労働者についていえば,その仕事が,それほど高度の熟練を要しな
いもでのあること,仕事に用いられる工具などが標準化されていること,仕事
につく労働者に ｢職務意識｣が濃厚であることという条件が付せられている｡
したがって,中小工業などにみられる万能工的な熟練労働者には適用が困難な
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のである｡ また職務内容が常に変動するところでは,その変動毎に職務の分析,
評価をすることは困難なので,少なくとも数年問は職務内容が変らないことが
必要であるとされている｡
また,職務給はその本質として,その職務についている限りは賃金が上昇す
ることはないので,単純でしかも評価の最も低い職務についている労働者でも,
一応の生活ができるものでなければならない｡この最低保障ができる賃金水準
の存在が前提となっているのである｡ さらに,より賃金の高い職務-の昇進す
る制度が合理的に確立しているかどうかも,前提条件となる｡ そして資本の側
からすれば∴昇進制度に関連して,アメリカ的な解雇やレイオフの制度が行な
われていないと,この昇進制度は順調に進行しない｡最後に,職務分析や評価
は,賃金決定の基礎的な条件となるので,その評価を労働組合側が納得しなけ
れば実施が困難である｡ 米国でも,職務評価については批判的ではあるが,そ
の過程に参与している例が多い｡
米国における労働組合が職務給に反対している事例が,古林教授によって明
らかにされている｡それによれば,アメリカの国際機械工組合は,まず職務評
価は団体交渉に制限を加えるとして,それは賃金構造を凍結し,相対的な不公
平の是正が困難であること,年々各職種ごとの賃率についての団体交渉を行な
う権利を限定すること,個人の能力が無視されること,賃金に上限を付するこ
とになる,職種に余分の分類をつくることによって,熟練の価値や先任制を崩
すことになる,不況時の労働者の格下げに利用されること等を指摘する｡つい
で職務評価は労働組合の安定を脅かすとして,労働者を仲間同志で対立分裂せ
しめる道具となること,賃率の不公平が適切に改正されないときは,それにつ
いて組合も責任を負わされることなどが指摘され,さらに職務評価は善意の徒
弟を失望させ,熟練工の給源を減少し,致命的な不足を招くことになると指摘
している｡(古林喜楽 ｢ILOの職務評価研究に関連して｣本誌第104巻第4号,昭和36
年10月参照)
日本でも,職務評価は生産の機械化,自動化の中で職務が細分され,｢努力｣
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｢負荷｣などの要素によって労働強度の高い職務をとくに高く評価したり,｢責
任度｣｢企業貢献度｣｢知識｣などの要素によって搾取機能を果たす管理 ･監督職
務を高く評価するようになり,人事考課は ｢勤勉性｣｢積極性｣などの仕事ぶり
に関する要素によって労働強化-の順応性の高い労働者や ｢協調性｣｢協力性｣
などの要素によって労働者の団結を弱める労資協調的な労働者を高く評価して,
賃率の高い職務に配置する制度であるという批判がある (藤本武ほか編 ｢賃金事
典｣職務給の項参照)｡
以上,日米とも職務評価,職務給に批判的な主張を紹介したのであるが,覗
実には米国では,大量生産方式が導入されている大企業では職務評価がなされ
ており,日本でも最近は試験的に,または本格的に導入したり,導入しようと
している企業がふえてきている｡ 労働組合は当然のことながら,これに対応し
なければならないことになっている｡ すなわち,企業側の提案する職務給化対
策に対応し,全面的に反対するにしても,批判修正の上で受け入れるにしても,
その研究を進め,対応策をとらなければならない｡その意味では,企業のペー
スに乗ることになり,労働組合にとっては不利である｡
(D)横断賃率論の展開
日本における資本の側からする職務給導入に対応し,いわゆる横断賃率論が
展開され,これをめぐって論議が展開した｡いまこれを詳細に触れる余裕はな
いので,簡単に紹介すれば,まずこの横断賃率論は資本からの職務給導入策の
展開を契機として,単なる職務給反対という方針でなく,その対案として主張
されたことである｡ そして,更に長期的な展望を持っていることである｡ すな
わち,日本の賃金制度が企業ごとの年功序列制で分断され,賃金水準を充分に
引き上げることが困難になっている｡ この状態を打破し,賃金闘争を産業別に
組織するために横断賃率を実現することの必要性が強調された｡
この横断賃率はヨーロッパ的な賃金の決定方式であって,職種を不熟練,辛
熟練,熟練などに大別し,さらにそれぞれ中に二,三の職種を格付けして,産
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業ごとに数種類の職種区分を設け,それを基準として産業別に労資問で協定を
するものである｡ したがって,この協定が成立すれば,産業ごと,職種ごとに
全国的な賃率が決定するしくみである｡ この方式が実現すれば,たしかに全国
的な規模で産業別の賃金闘争を本格的に展開することができ,企業別的な性格
から派生する多くの弊害を打破できるし,資本の側からする職務給対策に対応
することも可能である｡
これに対し,横断賃率の反対論は,現在の日本の賃金水準は絶対的に低く,
かつ種々な賃金格差が存在する｡したがって,このままでは職種別に格差が導
入され,企業規模別の格差の調整も困難である｡ そして,現実には一律配分を
中心とした大幅賃上げこそ必要であると主張し,また,賃率決定の基準である
技能訓練制度や検定制皮が不備であり,資本の側から労働組合が反対する職務
評価の方式を組みいれられる危険性もある｡ 現在の労働組合は企業別に組織さ
れているし,それは長い期間を経て,労資双方にとって困着しているので,負
速に横断賃率を実施することは困難であると批判した｡
これに対する反批判としては,そのような批判は現状肯定論となり,何もし
ないことになる｡ 横断賃率の実現に向って努力することが,労働組合の目標で
ある賃金引き上げ,最低賃金制の確立,産業別組織の拡大強化になるとした｡
これに対し,さらに反対論者から,そのような方向は労働組合の目的である大
幅賃上げ,労働時間の短縮,権利の伸長などを忘れてしまうものであり,労働
組合の活動を限定することになるという反論も出されている｡ (なお,横断賃
率論争については,岸本英太郎編 ｢日本賃金論史｣に詳しい｡ただし,これは
横断賃率論者の立場で書かれている｡ また,総評は基本的には横断賃率に反対
の立場をとっている｡ 同盟は将来の目標として,横断賃率的なものを設定して
いる)
2.賃金体系の近代化について
この ｢賃金体系｣という言葉は,前述した如く,同一労働同一賃金論をめぐ
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っての論争の問で取りあげられた (前掲 ｢日本賃金論史｣参照)｡しかし,賃金体
系という言葉は,種々に解釈されている｡ たとえば,日本の賃金の構成は基本
袷,年令給,勤続給,学歴給,能率給,精勤手当,生産手当,扶養手当,住宅
手当等々の多くの構成要素からなっていて,前に見て来た欧米における賃金形
態と異なって複雑である｡ それ等の構成をまとめて賃金体系とする見方もある｡
また,そのような支払い形態をふくめて,年功序列的性格とか,生活給的性格
を結びつけた賃金構造といえるものを賃金体系とする見方もある｡ そして,請
争は賃金体系を賃金支払の仕組みであり,それは搾取の仕組みであり,資本は
搾取を強化し,労働組合の団結を弱体化する方向で賃金体系を考え,労働組合
はその道になる方向で賃金体系を考えようとするものであるとする見解と,質
金体系を労資の階級対立を超えた賃金技術としてみないで,資本が労働者を働
かせ,賃金支払総額を節約しようとする労務管理の一手段,搾取強化の一装置
とみる見解が対立した｡この背景は前に述べた横断賃率論をめぐる論争と結び
ついている｡ すなわち,賃金体系は企業内の問題であるとする後者と,横断賃
率論者が対立したわけである｡ この点で,議論は尖鋭的に対立しているが,そ
の段階で結着がついたわけではない｡ただ賃金体系については,総評は後者の
見解をとっている｡
ここでの共通点は,資本が賃金体系の近代化として,具体的には職務給化の
方向を打ち出しているということの一点のみである｡ 論争そのものは,より根
深かいところから発しているのであるが,論争の契機はまさに,このことから
出発しているのである｡ したがって,問題を労働組合運動にまで持って来れば,
賃金闘争のあ り方になるわけである｡ そこで,総評は全産業を包括した賃金体
系についての基準をつくり,各組合がそれに統一して闘うことはあり得ない｡
総評は資本からの賃金体系近代化についての情報をながし,原則的な闘い方を
示せば足 りるのであって,単位組合や企業連合体は,その範囲内で賃金体系の
とくに悪いところを具体的にみて,部分改善闘争をすべきであるとしている｡
これに対して,日本の労働運動は企業別労働組合を脱皮して,労働者の側から
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する賃金体系を確立して統一して闘うべきであることを強調している立場が対
立するわけである｡
むすびに代えて
筆者は,この小論で数年前にクライマックスに達した一連の賃金論争をむし
かえすことを意図したものではもちろんない｡いわゆる賃金体系の近代化が資
本制経済の中で進展する姿を多少歴史的に追求しようとしたものである｡ 資本
は常に賃金体系を変えながら発展して来ている｡ その意味では,賃金体系の近
代化は労働力の商品化以来,常に資本によって志向されて来たものであるとい
えよう｡
それでは何故,日本で,しかもこの時期に賃金形態,賃金制度といわれて来
たものが,｢賃金体系｣として問題となったのであろうか｡しかも,それが ｢近
代化｣と結びついて取上げられたのであろうかという問題について考えてみた
かったのである｡ この賃金論争は,戦後だけに限定しても,労働市場論から日
本型賃金論という系譜を経ている｡ そして,その背景には戦後日本の労働運動
の変転という歴史的現実がある｡
その論争の帰するところは,日本の労働運動のよりよき前進のためにという
ことである｡ 資本は,そのような論争の有無にかかわらず,むしろその論争で
の諸問題をぬって,現実に賃金体系の近代化を具体的に進めている｡ その方式
は米国的な職務分析,職務評価を利用するであろうが,現実の姿は日本型職務
給の導入ということになっているようである｡
欧米における賃金形態は,はじめは資本のペースによって展開されて来たが,
労働運動の展開と共に,労働組合がそれに対応するしかたに応じて,資本の側
からするその対応も変化し,進展がみられた｡その過程で賃金形態の展開が具
体化したのである｡ このことは戦後日本の場合も同じである｡ そして,現在,
資本の側からする合理化の一環として賃金体系に手が加えられようとしているO
日本の低賃金構造を打破しようとする労働運動に対し,資本は必死の防衛体制
を確立しようとしている｡ 公債発行によるインフレ的体質の助長,所得政策の
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提言,合理化的管理体制の強化,中高年令者,身体障害者,パ- トタイマー等
の低賃金雇用の促進,低開発国労働者の利用,などいずれも,その線につなが
るものである｡ 賃金問題という労働組合の最大の目標である課題も,ここで大
きな転機に逢着しているのである｡
賃金体系の近代化を資本の方策とみるか,それに対する労働の対応とみるか
が,前述の賃金論争の基本的な分岐点であるが,それがまず資本の側からする
職務給導入を契機として出発し,労働組合の闘争方式と直接的に結びついて問
題とされたところから,議論の尖鋭化があり,多少の混乱もみられた｡賃金体
系が変転し,展開する方向を近代化と呼ぶならば,それは常に労資双方の対応
の中に進展するものである｡ それが資本の側から主唱される限りにおいては,
搾取強化の装置であることは否定できない｡しかし,労働の側がこれに現実に
対応することによって,労働も賃金体系の近代化を志向していることになるわ
けである｡
